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コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方 

凡 例 

 

本「コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方」においては、以下の略称を用いています。 

 

正 式 名 称 略 称 

金融商品取引法 金商法 

金融商品取引法施行令 金商法施行令 

金融商品取引業等に関する内閣府令 金商業等府令 

金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内

閣府令（内閣府令第 101号） 

改正府令 

金融商品取引業協会等に関する内閣府令 協会等府令 

金融商品取引所等に関する内閣府令 取引所等府令 

発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する

内閣府令 

他社株府令 

金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 監督指針 

 

No. コメントの概要 金融庁の考え方 

 Ⅰ 金商法施行令関係 

 （１）第１条の 10（競売買の方法による場合の基準） 

１ 金商法施行令第１条の 10 の改正趣旨は、過

去６月間の比率を算定しやすくすることにあ

ると考えられますが、それでも当月の出来高の

極端な急増などで比率が著しく変わる事態も

想定され、市場シェア評価が歪んだものになる

可能性もあると考えられます。よって、過去６

月間という期間に関し「原則として」という文

言を入れていただき、当月が極端な比率になる

ときにはその翌月も参照できる留保条件を入

れていただきたいと考えます。 

なお、監督指針における同様の市場シェア比

率に係る部分においても、同様に「原則として」

の文言を入れていただきたいと考えます。 

競売買方式での総取引高に係る対取引所比

率については、短期間での取引量の急増があり

うること等に鑑み、既に一定の期間における取

引高を参照して平準化することとしているた

め、ご指摘のような修正は不要と考えられま

す。 

 （２）第６条の２（公開買付けの適用除外となる買付け等） 

２ 金商法施行令第６条の２第２項第２号イ

(１)の「直ちに公表」は、ＰＴＳ事業者が金商

業等府令別表第一に定められた通知（この通知

に同号イ(１)で定められた内容をすべて含む

場合）を遵守するとともに、注文・約定をマー

ケット・データ（相場情報）（同号イ(１)で定

められた内容をすべて含む場合）として情報ベ

ンダー等に配信することで要件を満たしてい

最終的には個別事例ごとに実態に即して実

質的に判断されるべきものではありますが、一

般的には、金商法施行令第６条の２第２項第２

号イ（１）の要件を充足するか否かは、公表の

内容及び方法を総合的に検討して、有価証券の

種類、銘柄、価格、数量、売付け又は買付けの

別及び申込みの時刻（売付け又は買付けの申込

みの場合）、有価証券の種類、銘柄、価格、数
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ると考えてよいですか。 量、売買成立時刻（売買の場合）の情報が直ち

に公表され、投資家が投資判断のために適時に

これを入手できると認められることが必要と

考えられます。 

 （３）第 15条の 10の９（認可を要しないこととなる有価証券の売買高の基準） 

３ 金商法施行令第 15 条の 10 の９の規定にお

いて、具体的な基準として四半期当たり 600億

円という数字にした理由を明らかにされたい。 

金商法第 30 条第１項ただし書において、同

法第２条第８項第 10 号に掲げる行為を特定の

有価証券のみについて行う場合であって、か

つ、「当該行為に係る有価証券の売買高の合計

額が、当該行為を安定的に行うことが困難とな

った場合であっても多数の者に影響を及ぼす

おそれが少ないと認められる基準として政令

で定める基準以下」の場合には、認可を要しな

い旨を規定しております。 

この売買高の合計額に係る基準として、有価

証券市場全体（例えば、2023年度における東京

証券取引所における上場株式の売買代金は

1000兆円を超える）への影響等を勘案しつつ、

金商法上の類似の制度等を参考に、「四半期当

たり 600億円」と定めることとしているもので

す（金商法施行令第 15条の 10の９）。 

４ 認可を要しないＰＴＳの売買金額の上限が

四半期で 600 億円＝月間 200 億円と提案され

ているが、この金額が「当該行為を安定的に行

うことが困難となった場合であっても多数の

者に影響を及ぼすおそれが少ないと認められ

る基準」であるとする根拠をお示しいただきた

い。 

各地方取引所の月間の売買代金等も勘案し

て多くとも月間で 20億円程度（四半期で 60億

円程度）に再考すべきと思料される。 

５ 四半期あたり 600億円とは、３か月で取引日

が 60日とすれば、１日平均売買代金は約 10億

円となります。一方、法定開示を課され、かつ、

適時開示の遵守を求められる東証プライム市

場に指定されるための１日平均売買代金は0.2

億円以上とされています。  

 この点、極端な事例ですが、１日平均 10億

円程度の売買を行った場合にも、かかる銘柄に

関しては認可を要しないＰＴＳ事業者や発行

体は適時開示に相当する措置を講じる必要が

ないということになります。  

以上のように、当該ＰＴＳ事業者は、基準価

格が明確でない商品について、自ら売買気配を

提示することになりますが、取引される商品に

つき、適時開示に相当する措置を講じる必要が

ないため、顧客との情報の非対称性を意図せず

に利用してしまうリスクがあります。  

 我が国の政策として、スタートアップの促

進に向けて、非上場有価証券の流通を拡大する

ということが掲げられており、そのために、規

制緩和的なアプローチをとらざるを得ないと

は思います。ただ、コメントとして申し上げた

いのは、自主規制規則の状況に照らして、投資

者保護との関係で、かかる上限設定が適切なの

かという点でございます。具体的に、何円が適

切かを申し上げることは困難ですが、現存する
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非上場有価証券を取引している認可を要する

ＰＴＳにおける取引量を踏まえ、より小規模に

設定し、多くの投資家が売買する可能性がある

場合は、認可を要するＰＴＳを通じて価格を提

示する事業者に体制整備を求めるべきである

と考えます。 

６ 金商法施行令第 15 条の 10 の９の規定で示

されている基準については、スタートアップ等

が発行する非上場有価証券の仲介業務への新

規参入を促進し、その流通を活性化させる観点

から、適時に検証・モニタリングされ、必要に

応じて適時に改正することとすべきである。 

貴重なご意見として参考にさせていただき

ます。 

 Ⅱ 金商業等府令関係 

 （１）第８条（業務の内容及び方法） 

７ 金商業等府令第８条第６号ホ（７）にいう「顧

客」とは潜在顧客も含むと理解してよいか。１

日に 10 億円近い売買代金が発生する市場の価

格情報（少なくとも市況情報）が、潜在顧客に

発信されないことは、当該市場への潜在顧客の

誘導のみならず、対象とする有価証券の市場全

体における取引にもネガティブな情報を与え

かねないため、再考すべきと思料される。 

ご質問の潜在顧客の意味が明らかではあり

ませんが、現に取引している顧客に加えて、例

えば認可を要しないＰＴＳを運営する金融商

品取引業者に証券口座を開設した顧客で、かか

るＰＴＳにおいて取引を行うことが可能な者

が含まれるものと考えられます。 

 （２）第 17条（認可に係る業務の内容及び方法）、別表第一（第 17条関係） 

８ 金商業等府令第 17 条第７号において公表が

義務付けられている「気配」は、いわゆる板の

注文価格であり、ＰＴＳに注文が入っていない

時には気配の公表はなし、という理解で正しい

でしょうか。 

金商業等府令第 17 条第７号イに定める場

合、いわゆる業務方法書（金商法第 30 条の３

第２項に掲げる書類）の具体的な記載次第では

あるものの、金商業等府令別表第一において

「上場株券等の売付け又は買付けの申込み」が

あった場合に通知を行うこととされているこ

とを踏まえ、ＰＴＳに顧客から売付け又は買付

けの申込みが全く入っていない場合には、基本

的に顧客に対して通知し、公表する必要はない

ものと考えられます。 

また、同号ロに定める場合、業務方法書の具

体的な記載次第ではあるものの、ＰＴＳに売付

け又は買付けの申込みが入っていない場合に

は、基本的に顧客に対して気配を公表する必要

はないものと考えられます。 

９ 金商業等府令第 17 条第８号に定められてい

る「電子情報処理組織の概要、設置場所、容量

及び保守の方法並びに当該電子情報処理組織

に異常が発生した場合の対処方法」の変更など

を伴わない改修（閾値を超えた注文が入った場

合に、担当営業員の画面にアラートが出るよう

「電子情報処理組織の概要、設置場所、容量

及び保守の方法並びに当該電子情報処理組織

に異常が発生した場合の対処方法」の変更がな

い場合には変更認可審査を要さず、「認可申請

者と特別の利害関係のない者の評価書」（金商

業等府令第 18 条第４号）も要しないものと考
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に改修する等）は、「認可申請者と特別の利害

関係のない者の評価書」は不要という理解で正

しいでしょうか。 

えられますが、当該変更に該当するかについて

は個別事例ごとに実態に即して実質的に判断

されるべきものと考えられます。 

10 金商業等府令第 17条第 13号において、 

①「審査の方法及び体制並びに当該審査の結

果を踏まえた対応」につき、金融庁が想定する

不公正取引の類型毎の具体的な手法を例示い

ただきたい。 

②また、不公正取引を防止する体制を整備し

たにもかかわらず、想定外の事象で不公正取引

が発生した場合、ＰＴＳ事業者側に責任が発生

することはあるのか、ご教示いただきたい。 

①について、例えば、 

・ 通常の注文とは異なる注文の新規発注、取

消し（一部取消しを含む）又は劣後する値段

への変更が行われた銘柄に関しては、かかる

新規発注、取消し又は変更を行った顧客を抽

出して売買審査を行うことや、 

・ 売買等に係る判断に影響を及ぼす重要な情

報が公表された銘柄に関しては、取引状況等

から見て内部者取引を行った疑いのある顧

客を抽出して売買審査を行うこと 

等が考えられますが、自主規制規則の規定等も

参考としつつ、各ＰＴＳにおける取引の実態に

応じて個別事例ごとに実態に即した実質的な

判断に基づく対応が必要になるものと考えら

れます。 

②について、不公正取引が発生した場合のＰ

ＴＳを運営する金融商品取引業者の責任を一

律に判断することは困難であり、個別事例ごと

に実態に即して実質的に判断されるものと考

えられます。 

11 ①金商業等府令別表第一（私設取引システム

運営業務を行う金融商品取引業者が使用する

電子情報処理組織において上場株券等の売買

が成立した場合における通知）中欄第２号につ

いては、売買成立時点の四本値の提供を定めて

いると解されるが、時々刻々と現在値が変化す

る状況で敢えて四本値を生成し、通知しなけれ

ばならない必要性をお示しいただきたい。な

お、東証の FLEX Standardで提供される四本値

も場単位であり、リアルタイムの提供ではな

く、仮にリアルタイムでの四本値提供となると

取引所金融市場よりも過重な負担を私設取引

システムに課すことなり、規制の公平性を欠く

ように思料する。 

②同中欄３号については、売買成立時点まで

の累積売買高という意味なのか、確認したい。

仮に累積売買高とした場合、当該情報を生成し

て通知しなければならない必要性をお示しい

ただきたい。 

当社においては、いずれのデータについても

ローデータをリアルタイムで証券会社や情報

①について、上場株券等の価格情報は、金融

商品取引所と同様に通知を行うことが必要と

されていることから（取引所等府令別表第一参

照）、金融商品取引所よりも過重な負担をＰＴ

Ｓに課すこととはならないものと考えられま

す。 

②について、金融商品取引所と同様に価格情

報の透明性を確保する観点から、「売買高」と

は、売買成立時点までの累積売買高を意味する

ものと考えられます（取引所等府令別表第一参

照）。 

なお、金商業等府令別表第一において、⑴「売

付け又は買付けの申込みをした場合」には、「上

場株券等の種類及び銘柄」や「申込みに係る売

付け又は買付けの別」、「申込みに係る価格及び

当該価格ごとの売付け又は買付けの別の数量」

を、⑵「売買が成立した場合」には、「当該上場

株券等の種類及び銘柄」や「当該銘柄の売買の

成立の時点における売買成立の当日の最高価

格、最低価格、最初の価格及び最終価格」（以

下「四本値」という。）、「当該銘柄の売買の成
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ベンダーに配信しており、データを受けた側で

必要に応じて加工可能である。仮に当社側でデ

ータを加工するとなると情報配信の遅延が生

じることになり、むしろ投資者情報としては劣

化することになり、望ましくないと思料する。 

以上から、２号及び３号について「売買の成

立の時点における」を「１日の取引終了後にお

ける」に修正していただきたい。 

立の時点における売買高」を、それぞれ顧客に

対して直ちに通知する旨を規定しております。 

個別事例ごとに実態に即して実質的に判断

されるべきものではありますが、例えば、上記

⑵の場合の「通知」に関して、ＰＴＳ事業者が

四本値などを売買成立の都度、配信していない

としても、顧客（証券会社）側で既に受領した

価格情報と組み合わせること等により四本値

などを把握することができるシステム構築等

を行っている場合には、上記「通知」に該当す

る場合もあるものと考えられます。 

12 金商業等府令別表第一のうち、最初（注文の

申込み通知）と２つ目（売買の成立通知）の区

分の中欄（通知又は公表事項）記載の情報の提

供方法ですが、Raw Data（生データ）の提供で

満足できると解釈しましたが、いかがでしょう

か。 

13 現在、取引所は専用端末等により取引参加者

に通知を行っているところ、ＰＴＳ事業者は、

顧客であるすべての取引参加者への注文・約定

をマーケット・データ（相場情報）として配信

しております。この配信により通知の要件を満

たしているとの理解でよろしいですか。 

14 金商業等府令別表第一のうち、最初（注文の

申込み通知）と２つ目（売買の成立通知）の区

分の下欄（注意事項）の「一」記載の「顧客」

は、注文を送信した顧客又は約定した顧客に限

られると解釈しました。理由は、ＰＴＳ業務は、

市場を開設し不特定多数を相手にする市場取

引ではなく、あくまでも店頭取引であり、上場

株式の媒介であり、顧客に対してのみ気配と約

定情報を送信すれば足りると考えたからです。

それ以外の「顧客」も含まれるのでしょうか。 

ご指摘の別表（金商業等府令別表第一）にお

いて、「顧客」について特段の限定はなく、注

文を送信した顧客や約定した顧客に限られる

ものではないと考えられます。 

15 現状、日本証券業協会が提供するＰＴＳイン

フォメーションネットワークを通じて該当す

る情報を提供しているが、株券の配列は証券コ

ード協議会が附番する証券コード順となって

いる。証券コードは久しく産業部門を無視して

附番されており、当該配列を証券コードから産

業部門別に変更することは、当社のみならず業

界全体に多大な負担を強いる可能性がある。一

方で、ＰＴＳインフォメーションネットワーク

の利用状況から負担に見合うだけの投資家メ

リットがあるとは考え難い。よって、本規定は

証券コード順に修正していただきたい。 

なお、仮に自社の HP で東証の日報に類似す

る形式で提供するにしても、産業部門別の提供

金商業等府令別表第一は、現行の取引所等府

令別表第一や協会等府令別表第三の例になら

い、「産業部門ごとに」株券を配列する旨を規

定しているものです。 
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は、システム的にも運用上も負荷が大きく、そ

の一方でその負荷に見合う投資者ベネフィッ

トも見えてこない点も付言させていただきた

い。 

 （３）第 19条（審査等の対象となる業務の内容及び方法） 

16 金商業等府令第 19 条第１号において括弧書

きの除外規定を設ける理由をお示しいただき

たい。上場株券等でなくとも売買代金が 10 億

円/日に相当するのであれば、市場に対して一

定の影響を及ぼし得るので、少なくとも約定結

果等の市況情報は公表すべきと思料されるの

で、再考をお願いしたい。 

ご質問の規定は認可を要するＰＴＳにおけ

る認可審査事項に関するものであるところ、今

般の改正により競売買方式の売買高上限等が

緩和され、各ＰＴＳにおける上場株券等の流動

性が高まることが見込まれるため、上場株券等

を扱う場合に限りＰＴＳを運営する事業者の

価格情報の公表に係る態勢を強化して認可審

査事項としつつ、それ以外の場合には現状の規

制を維持することが適当と考えられます。 

なお、上場株券等以外の有価証券のみを取り

扱う場合も、業務方法書において「価格情報を

顧客に公表する方法」等を記載する必要があり

ます（金商業等府令第 17条第７号ロ）。 

 （４）第 70条の２（業務管理体制の整備） 

17 金商業等府令第 70 条の２第７項において、

社内取引システムの取次先として、取引所立会

外市場に加えて、取引所立会外取引に類似する

ＰＴＳが追加されています。これによれば、Ｐ

ＴＳ事業者が運営する社内取引システムを利

用した金商業者は、当該ＰＴＳ事業者の運営す

る取引所立会外取引に類似するＰＴＳに取り

次ぐこともできるとの理解でよろしいですか。 

個別事例ごとに実態に即して実質的に判断

されるべきものではありますが、基本的には貴

見のとおりと考えられます。 

 （５）経過措置 

18 ＰＴＳ事業者における審査の体制整備にあ

たっては、システム開発及びＰＴＳ変更認可を

伴うことが想定されるため、施行にあたっては

十分な猶予期間を設定いただきたい。 

ＰＴＳを運営する金融商品取引業者の使用

するシステムの改修に要する期間等を踏まえ、

今般の改正に対応するための経過措置として、

合理的に認められる範囲で所要の措置（７か月

の経過措置）を設けることとします（改正府令

附則第２条）。 

19 「認可申請者と特別の利害関係のない者の

評価書」が必要である場合には、取得までに半

年以上かかる場合もございますので、施行後の

猶予をいただけますと幸甚です。 

 Ⅲ 他社株府令関係 

20 他社株府令第３条の２第４項第１号に規定

する「直近公表価格」とは、東京証券取引所に

おける場合を例にとると、ＴｏＳＴＮｅＴ－１

（東京証券取引所が開設する立会外取引）と同

様に、立会市場（ザラ場方式・板寄せ方式）に

おける最終取引価格を意味するのか。 

基本的に貴見のとおりと考えられます。「直

近公表価格」は直近に公表された取引所の立会

市場における価格を意味し、ＰＴＳにおける取

引が取引所金融商品市場の立会時間外に行わ

れる場合には、直近の立会時間における終値が

「直近公表価格」に該当するものと考えられま

す。 
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21 他社株府令第３条の２第４項第１号に規定

する「直近公表価格」について、取引所金融商

品市場におけるもののみならず、価格形成の透

明性が確保されているＴＯＢ５％ルール適用

除外ＰＴＳ（競売買方式、顧客注文対当方式）

におけるものを追加していただきたい。 

今般の改正は、取引所の立会外取引について

は、約定情報が公表され、また、取引価格が一

定の範囲内に制限されていることからいわゆ

る５％ルールの適用対象外とされていること

を踏まえ、イコールフッティングの観点から、

取引所の立会外取引に類似するＰＴＳでの取

引について、新たに５％ルールの適用対象外と

するものです。そして、取引所の立会外取引が

取引所の立会内取引における価格を基礎とし

ていることから、取引所の立会外取引に類似す

るＰＴＳでの取引についても同様のものとす

ることが適切と考えられます。 

 Ⅳ 監督指針 

 （１）Ⅳ－４－２－１① 

22 監督指針Ⅳ－４－２－１①イ（注）において

例示されている金商業等府令第 70 条の２第７

項が改正され、社内取引システムの取次先とし

て取引所立会外市場に類似するＰＴＳが追加

されることに合わせ、上記イの本文にも取次先

として取引所立会外市場に類似するＰＴＳを

追記し、明確化を図っていただきたい。 

監督指針Ⅳ－４－２－１①イの本文は全て

の要件を記載しているわけではなく、ご指摘の

ように「（注）」の記載で既に明確化されている

ため、ご指摘のような修正は不要と考えられま

す。 

23 監督指針Ⅳ－４－２－１①二、ホが新設され

る理由を明らかにされたい。 

デジタル化が進展する中で、ＰＴＳの該当性

の明確化が必要と考えられますので、かかる該

当性を明確化するために新設したものです。 

 （２）Ⅳ－４－２－１②、⑤ 

24 監督指針において「即時の監視」が求められ

ているが、抽出された不公正取引のおそれがあ

る取引を、例えば翌営業日において確認、調査

する手続でも問題がないか、ご教示いただきた

い。 

「即時の監視」において、抽出された不公正

取引のおそれがある取引等については、その内

容に応じて、これらの取引を行った顧客に対す

る確認や、関連部署等への連携等を速やかに行

う必要があると考えられます。 

 （３）Ⅳ－４－２－１④ 

25 監督指針は、呼値の単位を変更する場合に、

金融庁に必ず相談しないとならない、実質認可

事項のように受け取れるが、その理解に相違は

あるのか。市場の運営においては、相場の急変

時など機動的に呼値の単位を変更する必要も

生じ得るが、そのような運営の機動性を阻害す

るおそれも想定されるが、ご見解を伺いたい。 

今般の改正は、2022年 12月に公表された「金

融審議会 市場制度ワーキング・グループ第二

次中間整理」を踏まえ、呼値の単位のあり方を

規定したものであり、認可事項として規定した

ものではなく、呼値の単位は上記の趣旨を勘案

して設定されるべきと考えられます。 

26 監督指針Ⅳ－４－２－１④については、ＰＴ

Ｓで価格形成が行われているような誤解を避

けるために、「市場システム全体として」公正

な価格形成や円滑な約定可能性を確保する、と

して明記するべきではないか。 

ＰＴＳにおいても一定の価格形成が行われ

ており、各ＰＴＳにおける公正な価格形成や円

滑な約定可能性を確保できるよう、適切に呼値

の単位を設定する必要があることから、ご指摘

のような修正は不要と考えられます。 

 Ⅴ その他 
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27 2024 年３月の金融庁作成「金融商品取引法

及び投資信託及び投資法人に関する法律の一

部を改正する法律案 説明資料」５頁にある

「システム要件等を緩和」の「等」は、監督指

針の改正案等において具体的な内容を明らか

にされたい。 

認可を要しないＰＴＳにおいては、例えば、

認可を要するＰＴＳにおいて求められる純財

産額に関する要件（金商法第 30条の４第３号）

が適用されないほか、「当該業務を管理する責

任者が有価証券関連業務の経験を原則として

５年以上有する者であ」ること（監督指針Ⅳ－

４－２－１②イ a）について適用されないこと

としております。 

28 種々の態勢等の整備等の確認を当局が行う

こととされているが、過度な対応コストになら

ないように十分配慮するとともに、対応方法も

会社の創意工夫や個々の事情を最大限尊重す

ることとし内部管理等の方法を事実上特定の

方法を要請することがないこととすべきであ

る。 

貴重なご意見として参考にさせていただき

ます。 

 

29 株主コミュニティの運営会員(証券会社)が

新規会員を勧誘することを解禁する。 

30 諸外国で実施されているオンラインマーケ

ットプレイス（多数の一般投資家から、証券会

社の仲介の下、プラットフォームにおいて多額

のエクイティが調達され、エクイティが投資家

間で流通する枠組み）のレベルに日本の制度改

革が到達しているかについて、定点観測を行

い、適宜必要な制度見直しを継続していくべき

である。 

31 ＰＴＳの規制対象を、自動オークション形式

（人の手を介さずにコンピュータシステムで

大量の売りと買いをマッチングさせ市場価格

を決定するもの）に限定することにより、ＰＴ

Ｓの認可・登録を得なくても、証券会社がマー

ケットプレイスを開設できることを明確化す

るべきである。 

電子情報処理組織を用いて同時に多数の者

を相手に、有価証券の売買又はその媒介等を集

団的・組織的に行いうる場合には、投資者保護

や取引の公正性等を確保する必要性が高いた

め、かかる業務の認可又は登録を要するものと

考えられます。 

32 株式投資型クラウドファンディングがセカ

ンダリー市場を併設することを可能にする。少

なくとも、株主コミュニティや特定投資家私売

出しにおける気配の競合がない指値の取引は、

ＰＴＳの認可・登録がなくとも、証券会社のプ

ラットフォームでできるようにするべきであ

る。 

33 会員間の転売で、気配の競合のない指値取引

をプラットフォームで実施することをＰＴＳ

の規制対象外とするべきである。 

34 取引頻度が低く市場価格が形成されていな

いような場合は、相場操縦やインサイダー取引

ＰＴＳは電子情報処理組織を用いて同時に

多数の者を相手に、有価証券の売買又はその媒
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の防止の態勢整備義務等も不要とするべきで

ある。 

介等を集団的・組織的に行いうるものであり、

売買審査を含む取引の公正性を確保するため

の態勢整備等を行う必要があるものと考えら

れます。 

35 米国において米国のライセンスを受けたＰ

ＴＳ事業者がおり、日本の特定投資家が、米国

ＰＴＳに登録されている米国株を売買するた

めに、日本のライセンスを保有する証券会社に

発注する場合、米国のＰＴＳ事業者には日本の

ＰＴＳライセンスが必要か。 

また、売買の対象が日本株の場合、米国のＰ

ＴＳ事業者には日本のＰＴＳライセンスが必

要か。 

その他、日本の証券会社が、米国ＰＴＳ事業

者の情報だけを見られるような（取引は成立さ

せられない）独自のサイトを開設した場合、日

本のＰＴＳライセンスが必要か。 

個別事例ごとに実態に即して実質的に判断

されるべきものと考えられますが、ご指摘のＰ

ＴＳ事業者の国内拠点の設置状況や、国内の投

資家に対する勧誘の態様、国内の証券会社とご

指摘のＰＴＳ事業者との関係等、諸般の事情を

総合的に判断されるべきものと考えられます。 

 


